
大阪府内の医療機関に所属する救急救命士の特定行為の認定について

救急救命士法

 平成3年8月15日に、救急救命士の資格を定めるとともに、業務が適正に運用されるように規律し、医療の向上に寄与することを目的に施行。

・第二条一項(救急救命処置とは)：症状が著しく悪化するおそれがあり、若しくはその生命が危険な状態にある傷病者（以下、「重度傷病者」という。）が病院若しくは診

療所に搬送されるまでの間又は※重度傷病者が病院若しくは診療所に到着し当該病院若しくは診療所に入院するまでの間（当該重度傷病者が入院しない場合は、病院又は診療

所に到着し当該病院又は診療所に滞在している間）に当該重度傷病者に対して行われる気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、当該重度傷病者の症状の著しい悪化を

防止し、又はその生命の危険を回避するために緊急に必要なものをいう。

（※ 従来、「病院前まで」であった救急救命士による救命救急処置を行える場面が、令和3年10月の法改正により医療機関に勤務する救急救命士(以下、病院救命士）の

業務も踏まえた「救急外来まで」に拡充）

救急救命処置の具体的範囲

 平成4年3月13日(指第17号）の厚生労働省通知により、処置の具体的範囲が明示された。（３３処置）
【範囲】※一部抜粋
（１) 自動体外式除細動器による除細動 （２） 乳酸リンゲル液を用いた静脈路確保のための輸液
（３） 食道閉鎖式エアウェイ、ラリンゲアルマスク又は気管内チューブによる気道確保 （４） エピネフリンの投与（自己注射が可能な製剤による投与を除く）
（５） 乳酸リンゲル液を用いた静脈路確保及び輸液 (６） ブドウ糖溶液の投与
（７） 精神科領域の処置 （８） 小児科領域の処置
：

(33) 必要な体位の維持、 安静の維持、保温 ※(2）～（6）は実施するにあたり医師の具体的指示を受ける必要がある。（特定行為）

救急救命士が特定行為を実施するには、合格した国家試験の時期や処置内容により、
講習及び実習を修了した後に都道府県MC協議会での認定を受ける必要がある

（平成27年6月4日付け消防救第74号医政地発0604第1号等）
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救急救命士の特定行為の認定体制

 医療機関に勤務する救急救命士(以下、「病院救命士」という。）の特定行為の認定も、
都道府県MC協議会で行うことが明記された。

 病院救命士の特定行為の認定体制は本府になく、現状では病院救命士が特定行為を実施できない。

「医療機関に勤務する救急救命処置についてのガイドライン」（令和3年9月 日本臨床救急医学会・日本救急医学会）

審議事項

【消防機関に所属する救急救命士の特定行為認定体制】

※特定行為のプロトコル作成、事後検証、再教育(生涯教育）はMC協議会で行う

【認定が必要な特定行為】

医療機関に勤務する救急救命士の認定の状況 【病院救命士の特定行為認定体制（想定）】

病院救命士の特定行為の認定要領を策定し、
高度化部会（大阪府都道府県MC協議会）に認定体制を整備したい

所属する消防機関

地域MC協議会

①
➁

医療機関

③
④

実習機関として承認

高度化部会事務局
（消防保安課）

大阪府救急業務高度化推進に関する部会
(高度化部会）

⑤⑥

①実習推薦書交付依頼
➁実習推薦書交付

③病院実習
④病院実習修了証発行

⑤認定証交付申請⑥認定証交付

医療機関

事務局
(医療・感染症対策課）

大阪府救急業務高度化推進に関する部会
（高度化部会）

①病院実習 ➁病院実習修了証発行

③認定証交付申請④認定証交付

※①、➁を含め特定行為のプロトコル作成、事後検証、再教育(生涯教育）は、
救急救命士法施行規則第二十三条に記載の、所属医療機関内に設置される
「救急救命士による救急救命処置に関する委員会」において行う。

 大阪府内の医療機関に勤務する救急救命士が行う救急救命処置に係る認定要領を策定し、
令和7年10月1日より大阪府救急業務高度化推進に関する部会において認定業務を行うこと。


